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1.　19年9月中間期の連結業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 46,704 8.0 6,915 △9.9 7,370 △7.0 5,173 8.2

18年9月中間期 43,260 13.8 7,671 35.9 7,928 30.0 4,782 43.1

19年3月期 88,735 ― 15,289 ― 16,313 ― 9,503 ―
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年9月中間期 119 63 ─ ─

18年9月中間期 110 58 ─ ─

19年3月期 219 74 ─ ─

(参考) 持分法投資損益 19年9月中間期 ─百万円 18年9月中間期 ─百万円 19年3月期 ─百万円
　
(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期 132,906 82,817 62.3 1,915 03

18年9月中間期 114,425 66,870 58.4 1,546 22

　19年3月期 126,762 73,757 58.2 1,705 46

(参考) 自己資本 19年9月中間期 82,813百万円 18年9月中間期 66,867百万円 19年3月期 73,754百万円
　
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年9月中間期 5,190 △4,153 △652 14,094

18年9月中間期 2,766 △3,855 △937 13,390

19年3月期 7,589 △8,884 △806 13,489
　
2.　配当の状況

　 １株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間
　 円 銭 円 銭 円 銭

19年3月期 17 00 23 00 40 00

20年3月期(実績) 20 00 　 ─
40 00

20年3月期(予想) 　 ─ 20 00
　
3.　20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

　 (％表示は、対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 96,000 8.2 14,000 △8.4 14,600 △10.5 9,200 △3.2 212 75
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)　　無
　

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの)

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、22ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧くださ

い。〕
　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ①
期末発行済株式数
(自己株式を含む)

19年9月
中間期

45,029,493株
18年9月
中間期

45,029,493株 19年3月期 45,029,493株

　 ② 期末自己株式数
19年9月
中間期

1,785,526株
18年9月
中間期

1,781,376株 19年3月期 1,783,691株

(注)　１株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。
　

(参考)　個別業績の概要

1.　19年9月中間期の個別業績（平成19年4月1日～平成19年9月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年9月中間期 44,797 10.0 5,436 △12.7 6,018 △7.4 4,144 7.8

18年9月中間期 40,707 10.6 6,226 37.7 6,500 28.7 3,845 37.2

19年3月期 83,389 ― 11,836 ― 13,015 ― 7,522 ―
　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭

19年9月中間期 95 83

18年9月中間期 88 92

19年3月期 173 93
　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年9月中間期 99,942 62,659 62.7 1,448 97

18年9月中間期 94,070 56,398 60.0 1,304 07

19年3月期 99,434 59,989 60.3 1,387 17

(参考) 自己資本 19年9月中間期 62,659百万円 18年9月中間期 56,398百万円 19年3月期 59,989百万円
　

2.　20年3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 91,000 9.1 10,800 △8.8 11,800 △9.3 7,400 △1.6 171 12
　

　※　上記の予想は、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成

しておりますので、今後の不確定な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰や米国景気の減速懸念など不安要因はあった

ものの、堅調な企業業績を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善による個人消費の持直しが見られるな

ど、緩やかな回復基調をたどりました。

このような経済情勢は当社グループをとりまく関係業界にも影響を及ぼしました。海外需要の拡大によ

って市場のグローバル化がさらに進み、市場トレンドの変化や顧客ニーズの多様化が加速した結果、多品

種、高機能、小ロット、短納期化の傾向が一層顕著となりました。加えて価格競争はますます激化するな

ど、厳しい経営環境が続きました。

こうした経営環境下にあって当社グループでは、世界市場のニーズに的確に応えるために顧客満足度の

向上を最優先に掲げ、「Trend　Meets　Technology」のブランド・ステートメントのもと、独自技術の優

位性を最大限に発揮したソリューションの提供に努めるとともに、グローバル・ネットワークを構築しな

がら、スピード重視のタイムリーな世界戦略を積極的に展開しました。そして2006年度からスタートした

第２次３ヶ年中期経営計画に基づき、全社一丸となって事業活動を展開し企業価値の向上に努めました。

以上のような経営努力の結果、当中間連結会計期間の連結業績は売上高では467億４百万円(前年同期比

8.0%増)となり、営業利益は69億15百万円(前年同期比9.9%減)、経常利益は73億70百万円(前年同期比7.0%

減)、中間純利益は51億73百万円(前年同期比8.2%増)となりました。また、単体業績では売上高は447億97

百万円(前年同期比10.0%増)となり、営業利益は54億36百万円(前年同期比12.7%減)、経常利益は60億18百

万円(前年同期比7.4%減)、中間純利益は41億44百万円(前年同期比7.8%増)となりました。

　

部門別の概況は次のとおりであります。

産業資材部門

産業資材部門では価格競争が厳しさを増すなか、表面加飾の需要拡大へ向けて市場開拓を精力的に推進

し、ノート型パソコン向けの営業活動が大きな成果をあげたことや、携帯電話や自動車内装材向けにも着

実に受注を確保するなど、堅調に推移しました。

電子部門

電子部門では急速に拡大する市場のニーズに対応するため、タッチ入力ディバイス関連の増産体制を整

備し受注獲得に努め、前年実績を上回る業績となりました。

印刷情報部門

印刷情報部門では出版印刷は市場環境が依然厳しいものの、当社の高品質が評価される一方、商業印刷

も提案型の営業スタイルが奏功し、前年実績を上回ることができました。
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(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債および純資産の状況

当中間連結会計期間末の総資産は1,329億6百万円となり、前連結会計年度末に比べ61億44百万円増

加いたしました。これは主に投資有価証券が41億66百万円増加したこと等によるものであります。

当中間連結会計期間末の負債合計は500億89百万円となり、前連結会計年度末に比べ29億16百万円

減少いたしました。これは主に設備関係支払手形が30億92百万円減少したこと等によるものでありま

す。

当中間連結期間末の純資産合計は828億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ90億60百万円増

加いたしました。これは主に利益剰余金が41億79百万円、その他有価証券評価差額金が46億20百万円

それぞれ増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、前連結

会計年度末(平成19年３月31日現在)に比べ、６億４百万円増加し、当中間連結会計期間末(平成19年

９月30日現在)には140億94百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は51億90百万円となり、前中間連結会計期間に比べ、24億24百万円増

加しました。これは主に当中間連結会計期間に税金等調整前中間純利益を88億１百万円、減価償却費

を23億30百万円計上する一方、法人税等の支払額として31億43百万円を計上したこと等によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は41億53百万円となりました。これは主に当中間連結会計期間に有形

固定資産の取得として59億５百万円を支出する一方、有価証券の償還により18億４百万円の収入を計

上したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は６億52百万円となりました。これは主に配当金の支払額として９億

91百万円を支出する一方、短期借入金による収入として４億13百万円を計上したこと等によるもので

あります。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　

　 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
平成19年9月

中間期

自己資本比率(％) 49.4 56.2 57.3 58.2 62.3

時価ベースの自己資本比率
(％)

77.2 80.5 177.6 106.4 108.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

3.6 1.4 1.0 1.7 1.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

21.0 44.1 107.7 48.6 57.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注1)いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
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(注2)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注3)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注4)有利子負債は中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払って

　　　いるすべての負債を対象としております。

　

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社は、利益配分については安定配当の継続を基本方針に、当期および今後の業績、配当性向などを勘

案して配分することにしております。

また、内部留保金については中・長期的観点から事業拡大を図るための設備投資・研究開発を中心に有

効活用することを基本方針としております。

当期(平成20年3月期)の利益配当金につきましては、連結業績予想と内部留保金の蓄積等を勘案して、

年間配当金は１株当たり40円（中間配当金20円、期末配当金20円）とすることを予定しております。

　

(4) 事業等のリスク

当社グループの経営成績及び財政状態並びに当社の株価に影響を及ぼす可能性があると考えられるリス

クは以下の通りであります。なお、文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在におい

て当社グループが判断したものであります。

①顧客ニーズ・市場動向

当社グループの受注環境につきましては、各分野とも多品種、高機能、小ロット、短納期化の傾向

が年々強まっており、価格競争も極めて厳しくなってきております。

当社グループではこうした状況に的確に対応するため、常に顧客ニーズを満たし期待に応え得る製

品とサービスを創出するよう技術開発と品質向上に努めておりますが、これら顧客ニーズ・市場動向

が大きく変化した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

②当社グループにおける部門別売上高

当中間連結会計期間における当社グループの連結売上高は467億４百万円であります。このうち産

業資材部門が60.9％の割合を占め、売上高の伸びは前年同期比7.0％であります。また、電子部門が

13.1％の割合を占め、売上高の伸びは前年同期比21.1％増であります。

これらの傾向は、情報機器、携帯端末向け製品等の需要の伸びによるものであることから、当社グ

ループの業績及び財政状態は、情報技術産業における製品需要動向の影響を受けます。

③為替の変動

当社グループの海外売上高は増加しており、連結売上高に占めるその比率は、前中間連結会計期間

48.6％、当中間連結会計期間52.5％であります。

当社グループの取引のおおよそ9割は円建であり、1割は米ドル建であります。当社グループでは為

替の変動による業績への影響を最小限にするよう努力しておりますが、為替相場が大きく変動した場

合は、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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④保有有価証券

当社グループは当中間連結会計期間末現在で、株式・債券等の有価証券を350億77百万円保有して

おり、このうち大半は時価のある有価証券であります。また、当中間連結会計期間末の時価評価によ

って増加した純資産（その他有価証券評価差額金の金額）は151億30百万円であります。これらの有

価証券については、発行体の財政状態や業績推移、格付等の状況を吟味し安全性を十分確認しており

ますが、相場の著しい変動や債券のデフォルト等が生じた場合、当社グループの業績及び財政状態が

影響を受ける可能性があります。

⑤債権回収

当社グループでは、貸倒引当金の設定について、貸倒懸念のある債権について個別に回収可能性を

考慮し回収不能見込額を計上しております。

今後、債権の回収状況に想定を超えた変化等が生じた場合、当社グループの業績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。
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２　企業集団の状況

　当社の企業集団は、当社および子会社22社で構成され、産業資材、電子、印刷情報その他の印刷製造および販売を

主な内容とし、企画・製作・開発およびその他の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係る当社および子会社の位置づけは次の通りであります。

 区         分 主な事業内容 　           主  な  会  社

　産業資材部門  当社製品の製造 　当社、Southern Nissha Sdn.Bhd. 、広州日写精密塑料有限公司、

　電子部門        および販売 　ナイテック・モールドエンジニアリング㈱、 日写（昆山）精密模具有限公司

　  当社製品の製造 　ナイテック工業㈱、ナイテック・プレシジョン㈱ 、

　 　 　㈱ニッシャインターシステムズ、ニッシャコリア精密射出㈱、エヌエムイーコリア㈱

　  当社製品の販売 　Nissha USA，Inc. 、Nissha Europe GmbH、ニッシャコリア㈱、

　 　 　香港日寫有限公司、台灣日寫股份有限公司、日写(上海）科技貿易有限公司

　印刷情報部門  当社製品の製造 　当社、東日本写真印刷㈱、㈱エヌ・シー・ピー他

　  当社製品の販売 　当社、ニッシャSPプロダクツ㈱

事業の系統図は、次の通りであります。

(注)　１　上記22社は全て連結子会社であります。

２　共栄産業㈱は平成19年4月1日をもってニッシャＳＰプロダクツ㈱に社名変更いたしました。
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、印刷を基盤に培った固有技術を核とする事業活動を通して、広く社会との相互信頼に基づいた

共生を目指すことを企業理念にしております。

そして、絶えざる技術開発と品質向上により常に新しい価値の創造に努めるとともに、経営環境の変化

に迅速に適応して、顧客ニーズを満たし期待に応え得る製品とサービスを創出します。

また、環境に配慮した製品づくりと開発に努めるとともに、人材を育成し、能力と個性を最大限に引き

出す企業風土をめざします。

　

(2) 目標とする経営指標

当社の目標とする経営指標は以下のとおりであります。

2008年度(平成21年３月期)の連結売上高　　1,150億円

　連結売上高経常利益率　　　　　　　　　　14.8％

　連結ＲＯＥ　　　　　　　　　　　　　　　12％以上

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社は、産業資材事業、電子事業および印刷情報事業を柱として、印刷技術をベースにした高品位で多

様に進化する表現技術を核として、常に顧客満足度の向上を重視する事業展開を積極的に進めてまいりま

す。またＮＩＳＳＨＡブランドを重要な企業資産としてとらえ、事業活動を通してブランド価値の向上を

目指すことを中長期経営戦略の基本におき、これらの実現にむけ2006年度から第２次３ヶ年年中期経営計

画がスタートしております。

このなかで、産業資材事業、電子事業のグローバル展開を強力に推し進めるため、成長分野への資源投

入と集中化を行いつつ最適な経営戦略を展開してまいります。また、研究・開発への注力と新たな事業分

野の創出に重点をおいた施策を展開します。

これらの経営戦略を支える基礎として長期的観点からこれらの経営戦略をさらに実り多いものとするた

めに、人材育成を強力に推進してまいります。

　

(4) 会社の対処すべき課題

今後の経済の見通しにつきましては、景気は当面緩やかな回復基調が持続すると見られますが、米国を

はじめとするサブプライムローン問題の影響が長期化し、とりわけ米国経済の減速が懸念され、世界経済

の波乱要因となって景気後退のリスクが高まる恐れがあります。さらには、原油価格の高騰から資源価格

の高止まりが続き、原材料コストが上昇して企業業績が圧迫されることが予想されるなど、今後まだまだ

予断を許さない状況が続くものと思われます。

当社グループではこのような経済情勢を踏まえて、グローバルな視点から事業環境を冷静に判断しつ

つ、常に変化する市場のトレンドを的確にとらえてさらなる成長シナリオの実現に向けて事業戦略を着実

に推進します。特に2007年度後半は第２次３ヶ年中期経営計画の折り返し地点となることから、グループ

全体が総力をあげて目標の完全達成を目指します。同時に、未来志向型の企業像を実現するため、新たな

技術や事業の創出へ向けた取組みをコーポレート・レベルで推進するほか、最も重要な経営資源のひとつ

である人材の育成についても、中長期的な視点から実践的な育成施策にグループをあげて取り組んでいき

ます。
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部門別につきましては、産業資材部門および電子部門では、スピード、品質などすべてにおいて世界最

高レベルの技術、製品、サービス、ヒューマンスキルを提供していくとともに、グループ内外の連携体制

をさらに強化して事業の最適化を実現します。印刷情報部門では多様化するメディアへの対応や企画提案

型営業の推進を図ると同時に、品質優位性を確保しながら競争力のあるコスト構造の構築に努めます。

また、ＣＳＲ(企業の社会的責任)向上を目指し、当下半期には全社戦略の一翼を担う部門としてＣＳＲ

本部を設置いたしました。今後さらに企業の社会的責任を全うし、法と社会倫理に即した企業理念を実践

するため、コーポレート・ガバナンスを一層充実させるとともに、当社グループ全体においてコンプライ

アンス体制の強化を図ります。さらに、2008年４月から開始される金融商品取引法に基づく内部統制監査

に対応した社内整備を進める一方、品質ＩＳＯ9001、環境ＩＳＯ14001、情報ＩＳＯ27001など、マネジメ

ントシステムの統合的推進と強化を図り、経営基盤の拡充を推進します。

そして、今後も印刷を基盤に培った固有技術にさらに磨きをかけて、世界標準となる独自の製品を開発

し、常に新しい価値と感動をお客さまに提供していくことで、企業価値のさらなる向上と広く社会との相

互信頼に基づいた＜共生＞を実現する所存です。

通期業績予想としましては、連結売上高960億円(前年同期比8.2%増)、連結営業利益140億円（前年同期

比8.4％減）、連結経常利益146億円(前年同期比10.5%減)、連結当期純利益92億円(前年同期比3.2%減)と

なる見込みであります。

　

部門別連結売上高予想(通期)

区　　分 金　額 (百万円) 構成比(％) 前期比(％) 　

産業資材部門 54,600 56.9 3.0
　

電　子　部　門 16,000 16.7 41.1
　

印刷情報部門 25,400 26.4 4.1
　

計 96,000 100.0 8.2
　

　

（参考）前期部門別連結売上高実績(通期)

区　　分 金　額 (百万円) 構成比(％) 　

産業資材部門 53,003 59.7
　

電　子　部　門 11,338 12.8
　

印刷情報部門 24,392 27.5
　

計 88,735 100.0
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４　中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 22,637 　 　 21,381 　 　 20,756 　

　２　受取手形及び
　　　売掛金

※４ 　 23,153 　 　 24,319 　 　 24,599 　

　３　有価証券 　 　 2,011 　 　 5,403 　 　 5,009 　

　４　たな卸資産 　 　 10,684 　 　 12,139 　 　 11,733 　

　５　繰延税金資産 　 　 2,719 　 　 1,346 　 　 2,103 　

　６　その他 　 　 1,101 　 　 1,141 　 　 1,960 　

　　　貸倒引当金 　 　 △3,294 　 　 △241 　 　 △1,745 　

　　　流動資産合計 　 　 59,015 51.6 　 65,490 49.3 　 64,417 50.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び
　　　　構築物

　 7,340 　 　 12,818 　 　 12,842 　 　

　　(2) 機械装置及び
　　　　運搬具

　 7,354 　 　 11,134 　 　 11,378 　 　

　　(3) 土地 　 5,474 　 　 5,668 　 　 5,581 　 　

　　(4) その他 　 5,315 25,484 　 2,219 31,840 　 2,232 32,034 　

　２　無形固定資産 　 　 181 　 　 316 　 　 296 　

　３　投資その他の
　　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 25,064 　 　 29,673 　 　 25,507 　 　

　　(2) 繰延税金資産 　 1,366 　 　 898 　 　 671 　 　

　　(3) その他 　 3,620 　 　 5,078 　 　 4,230 　 　

　　　　貸倒引当金 　 △308 29,743 　 △392 35,258 　 △393 30,014 　

　　　固定資産合計 　 　 55,409 48.4 　 67,416 50.7 　 62,345 49.2

　　　資産合計 　 　 114,425 100.0 　 132,906 100.0 　 126,762 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び
　　　買掛金

※４ 　 16,146 　 　 16,018 　 　 17,188 　

　２　短期借入金 ※２ 　 1,906 　 　 3,258 　 　 2,762 　

　３　一年以内償還
　　　予定の社債

　 　 ─ 　 　 3,000 　 　 ─ 　

　４　未払費用 　 　 1,296 　 　 1,137 　 　 1,115 　

　５　未払法人税等 　 　 3,258 　 　 2,873 　 　 3,219 　

　６　賞与引当金 　 　 1,605 　 　 1,532 　 　 1,463 　

　７　役員賞与引当金 　 　 45 　 　 90 　 　 90 　

　８　設備関係支払
　　　手形

　 　 2,380 　 　 1,348 　 　 4,440 　

　９　その他 　 　 1,336 　 　 1,383 　 　 2,277 　

　　　流動負債合計 　 　 27,975 24.5 　 30,641 23.1 　 32,556 25.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 10,000 　 　 7,000 　 　 10,000 　

　２　繰延税金負債 　 　 2,038 　 　 4,997 　 　 2,849 　

　３　退職給付引当金 　 　 6,369 　 　 6,375 　 　 6,368 　

　４　役員退職慰労
　　　引当金

　 　 951 　 　 ─ 　 　 969 　

　５　その他 　 　 218 　 　 1,074 　 　 261 　

　　　固定負債合計 　 　 19,578 17.1 　 19,447 14.6 　 20,449 16.1

　　　負債合計 　 　 47,554 41.6 　 50,089 37.7 　 53,005 41.8

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 5,684 　 　 5,684 　 　 5,684 　

　２　資本剰余金 　 　 7,353 　 　 7,354 　 　 7,354 　

　３　利益剰余金 　 　 48,055 　 　 56,219 　 　 52,040 　

　４　自己株式 　 　 △2,264 　 　 △2,281 　 　 △2,275 　

　　　株主資本合計 　 　 58,829 51.4 　 66,976 50.4 　 62,804 49.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 7,850 　 　 15,130 　 　 10,510 　

　２　為替換算
　　　調整勘定

　 　 187 　 　 705 　 　 439 　

　　　評価・換算
　　　差額等合計

　 　 8,037 7.0 　 15,836 11.9 　 10,949 8.6

Ⅲ　少数株主持分 　 　 3 0.0 　 3 0.0 　 3 0.0

　　　純資産合計 　 　 66,870 58.4 　 82,817 62.3 　 73,757 58.2

　　　負債純資産
　　　合計 　 　 114,425 100.0 　 132,906 100.0 　 126,762 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 43,260 100.0 　 46,704 100.0 　 88,735 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 30,086 69.5 　 34,073 73.0 　 63,202 71.2

　　　売上総利益 　 　 13,173 30.5 　 12,630 27.0 　 25,533 28.8

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

※１ 　 5,502 12.8 　 5,715 12.2 　 10,243 11.6

　　　営業利益 　 　 7,671 17.7 　 6,915 14.8 　 15,289 17.2

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 81 　 　 140 　 　 201 　 　

　２　受取配当金 　 192 　 　 291 　 　 247 　 　

　３　為替差益 　 78 　 　 122 　 　 440 　 　

　４　その他 　 147 499 1.2 125 679 1.5 523 1,413 1.6

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 73 　 　 91 　 　 156 　 　

　２　投資有価証券
　　　評価損

　 105 　 　 110 　 　 164 　 　

　３　その他 　 62 242 0.6 21 223 0.5 68 389 0.4

　　　経常利益 　 　 7,928 18.3 　 7,370 15.8 　 16,313 18.4

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 24 　 　 3 　 　 55 　 　

　２　貸倒引当金
　　　戻入益

　 1 　 　 1,506 　 　 858 　 　

　３　役員退職慰労
      引当金戻入益

　 ─ 26 0.1 24 1,533 3.3 ─ 914 1.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産
　　　除売却損

※３ 38 　 　 92 　 　 85 　 　

　２　その他 　 ─ 38 0.1 10 102 0.2 ─ 85 0.1

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)
　　　純利益

　 　 7,916 18.3 　 8,801 18.9 　 17,142 19.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 3,435 　 　 2,863 　 　 6,816 　 　

　　　法人税等調整額 　 △302 3,133 7.2 764 3,628 7.8 821 7,638 8.6

　　　少数株主利益 　 　 0 0.0 　 0 0.0 　 0 0.0

　　　中間(当期)
　　　純利益

　 　 4,782 11.1 　 5,173 11.1 　 9,503 10.7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

　 日本写真印刷㈱(7915)平成20年3月期中間決算短信

― 12 ―



(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,684 7,351 44,314 △2,239 55,110

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △951 　 △951

　役員賞与（注） 　 　 △90 　 △90

　中間純利益 　 　 4,782 　 4,782

　自己株式の取得 　 　 　 △25 △25

　自己株式の処分 　 2 　 1 3

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 　 　 　 　 ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ 2 3,741 △24 3,719

平成18年９月30日残高(百万円) 5,684 7,353 48,055 △2,264 58,829

　

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,521 222 6,744 3 61,858

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 △951

　役員賞与（注） 　 　 　 　 △90

　中間純利益 　 　 　 　 4,782

　自己株式の取得 　 　 　 　 △25

　自己株式の処分 　 　 　 　 3

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 1,328 △35 1,293 0 1,293

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 1,328 △35 1,293 0 5,012

平成18年９月30日残高(百万円) 7,850 187 8,037 3 66,870

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,684 7,354 52,040 △2,275 62,804

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △994 　 △994

　中間純利益 　 　 5,173 　 5,173

　自己株式の取得 　 　 　 △6 △6

　自己株式の処分 　 0 　 0 0

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 　 　 　 　 ─

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ 0 4,178 △6 4,172

平成19年９月30日残高(百万円) 5,684 7,354 56,219 △2,281 66,976

　

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 10,510 439 10,949 3 73,757

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △994

　中間純利益 　 　 　 　 5,173

　自己株式の取得 　 　 　 　 △6

　自己株式の処分 　 　 　 　 0

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額) 4,620 266 4,886 0 4,886

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 4,620 266 4,886 0 9,059

平成19年９月30日残高(百万円) 15,130 705 15,836 3 82,817
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,684 7,351 44,314 △2,239 55,110

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　利益処分による配当(注) 　 　 △951 　 △951

　役員賞与(注) 　 　 △90 　 △90

　剰余金の配当 　 　 △735 　 △735

　当期純利益 　 　 9,503 　 9,503

　自己株式の取得 　 　 　 △37 △37

　自己株式の処分 　 2 　 1 4

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 ─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ─ 2 7,726 △36 7,693

平成19年３月31日残高(百万円) 5,684 7,354 52,040 △2,275 62,804

　

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,521 222 6,744 3 61,858

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　利益処分による配当(注) 　 　 　 　 △951

　役員賞与(注) 　 　 　 　 △90

　剰余金の配当 　 　 　 　 △735

　当期純利益 　 　 　 　 9,503

　自己株式の取得 　 　 　 　 △37

　自己株式の処分 　 　 　 　 4

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) 3,988 216 4,205 0 4,205

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) 3,988 216 4,205 0 11,898

平成19年３月31日残高(百万円) 10,510 439 10,949 3 73,757

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

　 7,916 8,801 17,142

　　　減価償却費 　 1,313 2,330 3,197

　　　のれん償却額 　 27 ─ 27

　　　賞与引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 64 68 △78

　　　役員賞与引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 45 ─ 90

　　　退職給付引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 59 6 58

　　　貸倒引当金の増減額
　　　(減少：△)

　 677 △1,505 △785

　　　受取利息及び受取配当金 　 △273 △431 △448

　　　支払利息 　 73 91 156

　　　為替差損益(差益：△) 　 △74 △64 △96

　　　固定資産売却益 　 △24 △3 △55

　　　固定資産除売却損 　 38 92 85

　　　投資有価証券評価損 　 105 110 164

　　　投資有価証券売却損 　 4 ─ ─

　　　売上債権の増減額
　　　(増加：△)

　 153 399 △1,185

　　　たな卸資産の増減額
　　　(増加：△)

　 △2,224 △364 △3,262

　　　仕入債務の増減額
　　　(減少：△)

　 415 △1,306 1,333

　　　役員賞与の支払額 　 △45 ─ △90

　　　その他の増減額 　 △1,082 △263 △960

　　　　小計 　 7,170 7,963 15,291

　　　利息及び配当金の受取額 　 306 461 514

　　　利息の支払額 　 △73 △91 △156

　　　法人税等の支払額 　 △4,637 △3,143 △8,059

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 2,766 5,190 7,589
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　現金同等物に含まれない
　　　預金等からの収入

　 ─ ─ 2,038

　　　現金同等物に含まれない
　　　預金への支出

　 △16 △19 △1,773

　　　有価証券の売却及び償還
　　　による収入

　 1,200 1,804 ─

　　　有形固定資産等の取得
　　　による支出

　 △4,799 △5,905 △10,428

　　　有形固定資産等の売却
　　　による収入

　 74 85 93

　　　投資有価証券の取得
　　　による支出

　 △510 △5 △682

　　　投資有価証券の売却
　　　による収入

　 236 ─ 2,003

　　　貸付金の実行による支出 　 △18 △85 △24

　　　貸付金の回収による収入 　 22 17 80

　　　その他の収支 　 △44 △45 △189

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △3,855 △4,153 △8,884

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　　　短期借入金の純増減額
　　　(減少：△)

　 182 413 992

　　　長期借入による収入 　 100 100 100

　　　長期借入金の返済
　　　による支出

　 △248 △167 △180

　　　自己株式の取得及び
　　　売却による収支

　 △22 △6 △33

　　　配当金の支払額 　 △950 △991 △1,685

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

　 △937 △652 △806

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

　 54 219 228

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の増減額

　 △1,972 604 △1,872

Ⅵ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

　 15,362 13,489 15,362

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

　 13,390 14,094 13,489
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数23社

　主要な連結子会社の名称

　　東日本写真印刷㈱

　　ナイテック工業㈱

　　ナイテック・プレシジ

ョン㈱

　　ナイテック・モールド

エンジニアリング㈱

　連結子会社のうち当中間

連結会計期間の増加は、子

会社の設立による下記の２

社であります。

　　ニッシャコリア精密射

出㈱

　　エヌエムイーコリア㈱

　　

　

　

連結子会社の数22社

　主要な連結子会社の名称

　　東日本写真印刷㈱

　　ナイテック工業㈱

　　ナイテック・プレシジ

ョン㈱

　　ナイテック・モールド

エンジニアリング㈱

連結子会社の数22社

　主要な連結子会社の名称

　　東日本写真印刷㈱

　　ナイテック工業㈱

　　ナイテック・プレシジ

ョン㈱

　　ナイテック・モールド

エンジニアリング㈱

　連結子会社のうち当連結

会計年度の増加は、子会社

の設立による下記の３社で

あります。

　　ニッシャコリア精密射

出㈱

　　エヌエムイーコリア㈱

　　日写(上海)科技貿易有

限公司

　連結子会社のうち当連結

会計年度の減少は、合併に

よる下記の２社でありま

す。

　　㈱ニッシャシーティー

エス

　　㈱ニッシャプランナー

２　持分法の適用に関

する事項

　持分法を適用すべき会社

はありません。

同左 同左

３　連結子会社の中間

決算日(事業年度)等

に関する事項

　連結子会社のうち、

Nissha USA,Inc.ほか9社の

中間決算日は６月30日であ

ります。

　中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

おります。

　連結子会社のうち、

Nissha  USA,Inc.ほか10社

の中間決算日は６月30日で

あります。

　中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

おります。

　連結子会社のうち、

Nissha USA, Inc.ほか10社

の決算日は12月31日であり

ます。

　連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っております。

４　会計処理基準に関

する事項

　 　 　

　(1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法

ａ　有価証券

　その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法

　　　(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

ａ　有価証券

　その他有価証券

　①　時価のあるもの

同左

ａ　有価証券

　その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

　　　(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

　 　②　時価のないもの

　　　移動平均法による原

価法

　②　時価のないもの

同左

　②　時価のないもの

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　 ｂ　たな卸資産

　　製品・仕掛品

　　　個別法による原価法

　　原材料・貯蔵品

　　　移動平均法による原

価法

ｂ　たな卸資産

同左

ｂ　たな卸資産

同左

　(2) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法

ａ　有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。在外子会社につい

ては、主として定額法を

採用しております。

　　なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。

　　建物及び構築物

７～50年

　　機械装置及び運搬具

３～12年

ａ　有形固定資産

同左

ａ　有形固定資産

同左

　 ｂ　無形固定資産

　①　ソフトウェア…社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

　②　その他…定額法

ｂ　無形固定資産

同左

ｂ　無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の

計上基準

ａ　貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しており

ます。

ａ　貸倒引当金

同左

ａ　貸倒引当金

同左

　 ｂ　賞与引当金

　　当社及び国内連結子会

社は従業員に対して支給

する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づ

き当中間連結会計期間負

担額を計上しておりま

す。

ｂ　賞与引当金

同左

ｂ　賞与引当金

　　当社及び国内連結子会

社は従業員に対して支給

する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度負担額

を計上しております。

　 ｃ　役員賞与引当金

　　当社は役員に対して支

給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基

づき当中間連結会計期間

負担額を計上しておりま

す。

ｃ　役員賞与引当金

同左

　　

ｃ　役員賞与引当金

　　当社は役員に対して支

給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基

づき当連結会計年度負担

額を計上しております。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　

ｄ　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

　　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌連結

会計年度から費用処理し

ております。

ｄ　退職給付引当金

同左

　

　

ｄ　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

　　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌連結

会計年度から費用処理し

ております。

　 ｅ　役員退職慰労引当金

　　当社及び国内連結子会

社の一部は役員の退任に

伴う退職慰労金の支出に

備えるため内規に基づい

て中間連結会計期間末要

支給額の全額を計上して

おります。

ｅ　役員退職慰労引当金

　　当社及び国内連結子会

社の一部は役員の退任に

伴う退職慰労金の支出に

備えるため内規に基づい

て中間連結会計期間末要

支給額の全額を計上して

おりましたが、平成19年

６月の定時株主総会の日

をもって役員退職慰労金

制度を廃止し、退職慰労

金打ち切り支給を決議い

たしました。

　その結果、それぞれの

役員退職慰労金制度廃止

日までの期間に対応する

役員退職慰労金支給相当

額については固定負債の

「その他」に含めて表示

しております。

ｅ　役員退職慰労引当金

　　当社及び国内連結子会

社の一部は役員の退任に

伴う退職慰労金の支出に

備えるため内規に基づい

て連結会計年度末要支給

額の全額を計上しており

ます。

　(4) 重要なリース取

引の処理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

　(5) その他中間連結

財務諸表(連結財

務諸表)作成のた

めの重要な事項

　消費税等の会計処理方法

は、税抜方式によって処理

しております。

同左 同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

５　中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

同左 　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。
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(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

　　　　　　　　関する会計基準)

　当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号　平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用

しております。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は66,867百万

円であります。

　なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

　　　──────────

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に

　　　　　　　　関する会計基準)

　当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日)を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は73,754百万円であ

ります。

　なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

　 　 　

(役員賞与に関する会計基準)

　当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基準

第４号　平成17年11月29日)を適用し

ております。　

　この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が45百万円減少してお

ります。

　　　────────── (役員賞与に関する会計基準)

　当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４

号　平成17年11月29日)を適用してお

ります。

　この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が90百万円減少してお

ります。

　 　 　

　　　────────── (有形固定資産の減価償却の方法)

　当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当連結中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産(建物(建物付

属設備を除く)を除く)について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しました。これにより、

営業利益、経常利益、及び税金等調

整前中間純利益はそれぞれ31百万円

減少しております。

　　　──────────

　

(表示方法の変更)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しております。

              ───────────
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(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計
額 22,785百万円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計
額 24,297百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計
額 24,285百万円

※２　担保に供している資産
　　　担保提供資産

投資有価証券 1,700百万円
　　　上記に対応する債務

　短期借入金 400百万円

※２　担保に供している資産
　　　担保提供資産

投資有価証券 4,172百万円
　　　上記に対応する債務

　短期借入金 375百万円

※２　担保に供している資産
　　　担保提供資産

投資有価証券 2,397百万円
　　　上記に対応する債務

　短期借入金 400百万円

　３　受取手形割引高 837百万円
　

　３　受取手形割引高 877百万円 　３　受取手形割引高 865百万円

※４　中間連結会計期間末日満期手
形の処理
　中間連結会計期間末日満期手
形の処理については、手形交換
日をもって決済しております。
当中間連結会計期間末日は金融
機関の休業日であったため、中
間連結会計期間末日満期手形が
以下の科目に含まれておりま
す。

※４　中間連結会計期間末日満期手
形の処理
　中間連結会計期間末日満期手
形の処理については、手形交換
日をもって決済しております。
当中間連結会計期間末日は金融
機関の休業日であったため、中
間連結会計期間末日満期手形が
以下の科目に含まれておりま
す。

※４　連結会計年度末日満期手形
　当連結会計年度末日満期手形
の処理については、手形交換日
をもって決済しております。当
連結会計年度末日は金融機関の
休業日であったため、連結会計
年度末日満期手形が以下の科目
に含まれております。

　受取手形 212百万円

　支払手形 9百万円
　

　受取手形 247百万円

　 　
　

受取手形 290百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次の通り
であります。

荷造発送費 679百万円
役員報酬 176
給与 1,251

賞与引当金
繰入額

419

役員賞与引当
金繰入額

45

退職給付費用 113

役員退職慰労
引当金繰入額

14

福利厚生費 279

減価償却費 95

家賃地代 190

貸倒引当金
繰入額

678

のれん償却額 27

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次の通り
であります。

荷造発送費 851百万円
役員報酬 142
給与 1,515

賞与引当金
繰入額

459

役員賞与引当
金繰入額

46

退職給付費用 107
福利厚生費 365
減価償却費 345
家賃地代 219

　 　

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次の通り
であります。

荷造発送費 1,456百万円
役員報酬 267
給与 2,965

賞与引当金
繰入額

380

賞与 440

役員賞与引当
金繰入額

90

退職給付費用 225
役員退職慰労
引当金繰入額

29

福利厚生費 595
減価償却費 285
家賃地代 390

貸倒引当金
繰入額

87

のれん償却額 27

※２　固定資産売却益の内容は次の
通りであります。

※２　固定資産売却益の内容は次の
通りであります。

※２　固定資産売却益の内容は次の
通りであります。

機械装置及び
運搬具

24百万円

　

機械装置及び
運搬具

3百万円

その他 0

合計 3

　

機械装置及び
運搬具

55百万円

　

※３　固定資産除売却損の内容は次
の通りであります。

※３　固定資産除売却損の内容は次
の通りであります。

※３　固定資産除売却損の内容は次
の通りであります。

除却損 　

　建物及び構築物 0百万円

　機械装置及び
　運搬具

22

　その他 12

売却損 　

　機械装置及び
　運搬具

3

　合計 38

　

除却損 　

　建物及び構築物 59百万円

　機械装置及び
　運搬具

15

　その他 11

売却損 　

　機械装置及び
　運搬具

4

　その他 2

　合計 92

　

除却損 　

　建物及び構築物 19百万円

　機械装置及び
　運搬具

32

　その他 21

売却損 　

　建物及び構築物 1

　機械装置及び
　運搬具

8

　その他 2

合計 85
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 45,029 ─ ─ 45,029
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,776 5 0 1,781
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　5千株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元株式の売渡請求による減少　　　　　0千株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日
定時株主総会

普通株式 951 22.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月9日
取締役会

普通株式 利益剰余金 735 17.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 45,029 ─ ─ 45,029
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,783 1 0 1,785
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 1千株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元株式の売渡請求による減少　　　　　 0千株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 994 23.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月6日
取締役会

普通株式 利益剰余金 864 20.00 平成19年9月30日 平成19年12月10日
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 45,029 ─ ─ 45,029

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,776 8 1 1,783
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 8千株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の売渡請求による減少 1千株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 951 22.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月９日
取締役会

普通株式 735 17.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 994 23.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日

　

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 22,637百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△9,247

現金及び
現金同等物

13,390

１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金勘定 21,381百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△7,286

現金及び
現金同等物

14,094

１　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

　

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 20,756百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△7,267

現金及び
現金同等物

13,489
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自　平成

19年４月１日　至　平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月

31日)

　当社の連結グループは、一般的な印刷物の製造・販売ならびに印刷技術の応用展開による特殊な印刷物

および関連機材の製造・販売を主な事業としております。全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計

額に占める一セグメントの割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自　平成

19年４月１日　至　平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月

31日)

　全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の売上高がいずれも90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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３　海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 12,869 4,359 3,791 21,020

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 43,260

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 29.7 10.1 8.8 48.6

　

当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 17,963 2,747 3,814 24,525

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 46,704

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 38.5 5.9 8.1 52.5

　

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 29,089 7,466 6,348 42,904

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 88,735

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 32.8 8.4 7.2 48.4

(注) １　国又は地域の区分方法は、地理的隣接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

　　アジア：東アジア及び東南アジア諸国

　　欧州：ヨーロッパ諸国

　　その他：北米その他

３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。
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(リース取引関係)
　

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(貸主側)

　①　リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(貸主側)

　①　リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(貸主側)

　①　リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間期末
残高

(百万円)

機械装置
及び
運搬具

77 48 28

　

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間期末
残高

(百万円)

機械装置
及び
運搬具

66 46 19

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置
及び
運搬具

96 66 30

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

一年以内 16百万円

一年超 15百万円

合計 31百万円

　　　(注)　未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高及

び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込

み法により算定しており

ます。

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

一年以内 14百万円

一年超 5百万円

合計 19百万円

　　　(注)　　同左

　②　未経過リース料期末残高相当

額

一年以内 16百万円

一年超 14百万円

合計 30百万円

　　　(注)　未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額

が、営業債権の期末残高

等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法によ

り算定しております。

　③　受取リース料及び減価償却費

受取リース料 8百万円

減価償却費 4百万円

　③　受取リース料及び減価償却費

受取リース料 9百万円

減価償却費 4百万円

　③　受取リース料及び減価償却費

受取リース料 20百万円

減価償却費 11百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

一年以内 5百万円

一年超 2百万円

合計 8百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

一年以内 4百万円

一年超 13百万円

合計 18百万円

２　オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

　　未経過リース料期末残高相当額

一年以内 6百万円

一年超 8百万円

合計 14百万円
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(有価証券関係)

１　時価のある有価証券

区分

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度末

(平成19年３月31日)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他
有価証券

　 　 　 　 　 　 　 　 　

株式 2,810 14,589 11,778 2,839 24,941 22,101 2,882 18,496 15,614

債券 10,296 10,308 12 8,136 7,955 △180 9,939 9,840 △99

その他 28 33 5 28 37 8 28 35 7

計 13,135 24,932 11,796 11,004 32,933 21,929 12,850 28,372 15,521

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券 　 　 　

非上場株式 2,099 2,099 2,099

債券 10 10 10

その他 34 34 34

　

(注)　　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、

投資有価証券評価損48百万円を計上しております。

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自　平

成19年４月１日　至　平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３

月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,546.22円
　

１株当たり純資産額 1,915.03円 １株当たり純資産額 1,705.46円

１株当たり中間純利益 110.58円
　

１株当たり中間純利益 119.63円 １株当たり当期純利益 219.74円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり中間(当期)純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間(当期)純利益
(百万円)

4,782 5,173 9,503

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

4,782 5,173 9,503

期中平均株式数(千株) 43,249 43,244 43,248
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(生産、受注および販売の状況)

　（１)生産実績 　 　 　 　 　 　

　 　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　
      区分

(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日 (自　平成18年４月１日

　  至　平成18年９月30日)  至　平成19年９月30日)  至　平成19年３月31日)

　 　 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

　 産業資材部門 28,218 62.3 28,621 60.6 54,882 60.3

　 電子部門 5,123 11.3 6,403 13.6 11,378 12.5

　 印刷情報部門 11,926 26.4 12,202 25.8 24,746 27.2

　　 計 45,267 100.0 47,227 100.0 91,006 100.0

　（２)受注実績 　 　 　 　 　 　

　　 ①受注高 　  　 　 　 　

　　 　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　
      区分

(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日 (自　平成18年４月１日

　　  至　平成18年９月30日)  至　平成19年９月30日)  至　平成19年３月31日)

　　 　 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

　　 産業資材部門 26,512 60.2 28,930 58.8 53,316 59.2

　　 電子部門 5,688 12.9 7,733 15.7 11,696 13.0

　　 印刷情報部門 11,871 26.9 12,519 25.5 25,054 27.8

　　 計 44,071 100.0 49,182 100.0 90,068 100.0

　　 ②受注残高 　 　 　 　 　 　

　　 　 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

　　       区分  （平成18年９月30日現在）  （平成19年９月30日現在）  （平成19年３月31日現在）

　　 　 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

　　 産業資材部門 2,431 46.1 3,292 39.8 2,815 48.6

　　 電子部門 736 14.0 2,072 25.1 471 8.1

　　 印刷情報部門 2,102 39.9 2,905 35.1 2,504 43.3

　　 計 5,269 100.0 8,269 100.0 5,791 100.0

　（３)販売実績 　 　 　 　 　 　

　　 　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　
      区分

(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日 (自　平成18年４月１日

　　  至　平成18年９月30日)  至　平成19年９月30日)  至　平成19年３月31日)

　　 　 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

　　 産業資材部門 26,583 61.5 28,453 60.9 53,003 59.7

　　 電子部門 5,065 11.7 6,132 13.1 11,338 12.8

　　 印刷情報部門 11,611 26.8 12,118 26.0 24,392 27.5

　　 計 43,260 100.0 46,704 100.0 88,735 100.0
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５　中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度末の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 16,973 　 　 14,331 　 　 14,911 　 　

　２　受取手形 ※４ 1,996 　 　 2,615 　 　 3,071 　 　

　３　売掛金 　 20,445 　 　 22,169 　 　 20,972 　 　

　４　有価証券 　 2,011 　 　 5,403 　 　 5,009 　 　

　５　たな卸資産 　 7,058 　 　 6,803 　 　 7,688 　 　

　６　繰延税金資産 　 2,296 　 　 914 　 　 1,706 　 　

　７　その他 　 4,888 　 　 7,857 　 　 6,099 　 　

　　　貸倒引当金 　 △3,290 　 　 △237 　 　 △1,743 　 　

　　　流動資産合計 　 　 52,379 55.7 　 59,857 59.9 　 57,716 58.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 5,207 　 　 8,441 　 　 8,693 　 　

　　(2) 機械及び装置 　 1,990 　 　 1,325 　 　 2,358 　 　

　　(3) その他 　 7,292 　 　 5,987 　 　 5,839 　 　

　　　有形固定資産
　　　合計

　 14,490 　 　 15,754 　 　 16,890 　 　

　２　無形固定資産 　 60 　 　 73 　 　 74 　 　

　３　投資その他の
　　　資産

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 18,071 　 　 12,638 　 　 15,682 　 　

　　(2) 長期貸付金 　 2,122 　 　 4,039 　 　 2,248 　 　

　　(3) 繰延税金資産 　 1,129 　 　 612 　 　 406 　 　

　　(4) その他 　 6,124 　 　 7,584 　 　 6,810 　 　

　　　貸倒引当金 　 △307 　 　 △395 　 　 △394 　 　

　　　投資損失
　　　引当金

　 ─ 　 　 △223 　 　 ─ 　 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 27,139 　 　 24,256 　 　 24,752 　 　

　　　固定資産合計 　 　 41,690 44.3 　 40,085 40.1 　 41,718 42.0

　　　資産合計 　 　 94,070 100.0 　 99,942 100.0 　 99,434 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度末の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 2,756 　 　 2,155 　 　 2,899 　 　

　２　買掛金 　 11,389 　 　 12,984 　 　 12,923 　 　

　３　短期借入金 　 50 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　４　一年以内償還
　　　予定の社債

　 ─ 　 　 3,000 　 　 ─ 　 　

　５　未払費用 　 1,270 　 　 1,098 　 　 1,107 　 　

　６　未払法人税等 　 2,830 　 　 2,362 　 　 2,630 　 　

　７　賞与引当金 　 910 　 　 840 　 　 860 　 　

　８　役員賞与引当金 　 45 　 　 90 　 　 90 　 　

　９　設備関係支払
　　　手形

　 1,534 　 　 838 　 　 1,047 　 　

　10　その他 　 233 　 　 468 　 　 1,275 　 　

　　　流動負債合計 　 　 21,019 22.3 　 23,837 23.9 　 22,833 23.0

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 10,000 　 　 7,000 　 　 10,000 　 　

　２　退職給付引当金 　 5,797 　 　 5,675 　 　 5,729 　 　

　３　役員退職慰労
　　　引当金

　 853 　 　 ─ 　 　 869 　 　

　４　その他 　 1 　 　 770 　 　 13 　 　

　　　固定負債合計 　 　 16,651 17.7 　 13,445 13.4 　 16,611 16.7

　　　負債合計 　 　 37,671 40.0 　 37,283 37.3 　 39,445 39.7
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度末の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１ 資本金 　 　 5,684 　 　 5,684 　 　 5,684 　

　２ 資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　資本準備金 　 7,115 　 　 7,115 　 　 7,115 　 　

　　(2)　その他
　　　　資本剰余金

　 238 　 　 239 　 　 239 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 7,353 　 　 7,354 　 　 7,354 　

　３ 利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　利益準備金 　 1,230 　 　 1,230 　 　 1,230 　 　

　　(2)　その他
　　　　利益剰余金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　退職給与
　　　　積立金

　 200 　 　 200 　 　 200 　 　

　　　　別途積立金 　 26,366 　 　 27,166 　 　 26,366 　 　

　　　　繰越利益
　　　　剰余金

　 14,861 　 　 20,152 　 　 17,802 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 42,657 　 　 48,748 　 　 45,598 　

　４ 自己株式 　 　 △2,264 　 　 △2,281 　 　 △2,275 　

　　　株主資本合計 　 　 53,431 56.8 　 59,505 59.5 　 56,361 56.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 2,966 　 　 3,153 　 　 3,627 　

　　　評価・換算差額
　　　等合計

　 　 2,966 3.2 　 3,153 3.2 　 3,627 3.6

　　　純資産合計 　 　 56,398 60.0 　 62,659 62.7 　 59,989 60.3

　　　負債純資産
　　　合計

　 　 94,070 100.0 　 99,942 100.0 　 99,434 100.0
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 40,707 100.0 　 44,797 100.0 　 83,389 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 29,915 73.5 　 34,749 77.6 　 63,369 76.0

　　　売上総利益 　 　 10,792 26.5 　 10,047 22.4 　 20,019 24.0

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

　 　 4,565 11.2 　 4,610 10.3 　 8,182 9.8

　　　営業利益 　 　 6,226 15.3 　 5,436 12.1 　 11,836 14.2

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 71 　 　 108 　 　 166 　 　

　２　受取配当金 　 100 　 　 114 　 　 154 　 　

　３　その他 ※１ 311 483 1.2 530 753 1.7 1,171 1,492 1.8

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 46 　 　 46 　 　 91 　 　

　２　その他 ※２ 163 209 0.5 125 171 0.4 223 314 0.4

　　　経常利益 　 　 6,500 16.0 　 6,018 13.4 　 13,015 15.6

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　貸倒引当金
      戻入益

　 0 　 　 1,505 　 　 857 　 　

　２　役員退職慰労
      引当金戻入益

　 ─ 　 　 24 　 　 ─ 　 　

　３　その他 ※３ 24 25 0.0 3 1,533 3.4 71 929 1.1

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 13 0.0 　 303 0.6 　 41 0.0

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

　 　 6,513 16.0 　 7,248 16.2 　 13,903 16.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,953 　 　 2,277 　 　 5,540 　 　

　　　法人税等調整額 　 △286 2,667 6.6 826 3,104 6.9 840 6,380 7.7

　　　中間(当期)
　　　純利益

　 　 3,845 9.4 　 4,144 9.3 　 7,522 9.0
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

退職給与
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円) 5,684 7,115 236 1,230 200 25,566 12,857 △2,239 50,649

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立（注） 　 　 　 　 　 800 △800 　 ─

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 　 　 △951 　 △951

　役員賞与（注） 　 　 　 　 　 　 △90 　 △90

　中間純利益 　 　 　 　 　 　 3,845 　 3,845

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △25 △25

　自己株式の処分 　 　 2 　 　 　 　 1 3

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　 ─

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ 2 ─ ─ 800 2,004 △24 2,782

平成18年９月30日残高
(百万円) 5,684 7,115 238 1,230 200 26,366 14,861 △2,264 53,431

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円) 3,009 3,009 53,659

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　別途積立金の積立（注） 　 　 ─

　剰余金の配当（注） 　 　 △951

　役員賞与（注） 　 　 △90

　中間純利益 　 　 3,845

　自己株式の取得 　 　 △25

　自己株式の処分 　 　 3

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額) △42 △42 △42

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) △42 △42 2,740

平成18年９月30日残高
(百万円) 2,966 2,966 56,398

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

退職給与
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円) 5,684 7,115 239 1,230 200 26,366 17,802 △2,275 56,361

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 　 　 　 800 △800 　 ─

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △994 　 △994

　中間純利益 　 　 　 　 　 　 4,144 　 4,144

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △6 △6

　自己株式の処分 　 　 0 　 　 　 　 0 0

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　 ─

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) ─ ─ 0 ─ ─ 800 2,349 △6 3,143

平成19年９月30日残高
(百万円) 5,684 7,115 239 1,230 200 27,166 20,152 △2,281 59,505

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円) 3,627 3,627 59,989

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 ─

　剰余金の配当 　 　 △994

　中間純利益 　 　 4,144

　自己株式の取得 　 　 △6

　自己株式の処分 　 　 0

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額) △473 △473 △473

中間会計期間中の変動額合計
(百万円) △473 △473 2,669

平成19年９月30日残高
(百万円) 3,153 3,153 62,659
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前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

退職給与
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

5,684 7,115 236 1,230 200 25,566 12,857 △2,239 50,649

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立(注) 　 　 　 　 　 800 △800 　 ─

　利益処分による配当(注) 　 　 　 　 　 　 △951 　 △951

　役員賞与(注) 　 　 　 　 　 　 △90 　 △90

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △735 　 △735

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 7,522 　 7,522

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △37 △37

　自己株式の処分 　 　 2 　 　 　 　 1 4

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 ─

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ 2 ─ ─ 800 4,945 △36 5,712

平成19年３月31日残高
(百万円)

5,684 7,115 239 1,230 200 26,366 17,802 △2,275 56,361

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

3,009 3,009 53,659

事業年度中の変動額 　 　 　

　別途積立金の積立(注) 　 　 ─

　利益処分による配当(注) 　 　 △951

　役員賞与(注) 　 　 △90

　剰余金の配当 　 　 △735

　当期純利益 　 　 7,522

　自己株式の取得 　 　 △37

　自己株式の処分 　 　 4

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

617 617 617

事業年度中の変動額合計
(百万円)

617 617 6,329

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,627 3,627 59,989

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　子会社株式

　　移動平均法による原価

法

　その他有価証券

　ａ　時価のあるもの

　　　中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

(1) 有価証券

　子会社株式

同左

　

　その他有価証券

　ａ　時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

　子会社株式

同左

　

　その他有価証券

　ａ　時価のあるもの

　　　決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)

　 　ｂ　時価のないもの

　　　移動平均法による原

価法

　ｂ　時価のないもの

同左

　ｂ　時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

　　製品・仕掛品

　　　個別法による原価法

　　原材料・貯蔵品

　　　移動平均法による原

価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　なお、主な耐用年数は

以下の通りであります。

　　建物　　　　15～50年

　　機械及び装置７～10年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　①　ソフトウェア

　　　社内における利用可

能期間(５年)に基づく

定額法

　②　その他の無形固定資

産

　　　定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) ───────── (2) 投資損失引当金

　　関係会社への投資に対

する損失に備えるため、

当該関係会社の財政状態

等を勘案して計上してお

ります。

(2) ─────────

　 (3) 賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当中間会計期間負担額を

計上しております。

(3) 賞与引当金

同左

(3) 賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当事業年度負担額を計上

しております。

　 (4) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当中間会計期間負担額を

計上しております。

(4) 役員賞与引当金

同左

(4) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当事業年度負担額を計上

しております。

　 (5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

　　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌事業

年度から費用処理してお

ります。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

　　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により発生の翌事業

年度から費用処理してお

ります。
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年９月30日)

前事業年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

　 (6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退任に伴う退職

慰労金の支出に備えるた

め内規に基づいて中間会

計期間末要支給額の全額

を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

　　当社は役員の退任に伴

う退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づいて

中間会計期間末要支給額

の全額を計上しておりま

したが、平成19年６月28

日の定時株主総会の日を

もって役員退職慰労金制

度を廃止し、退職慰労金

打ち切り支給を決議いた

しました。

　その結果、それぞれの

役員退職慰労金制度廃止

日までの期間に対応する

役員退職慰労金支給相当

額については固定負債の

「その他」に含めて表示

しております。

　

(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退任に伴う退職

慰労金の支出に備えるた

め内規に基づいて事業年

度末要支給額の全額を計

上しております。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の処理方法

　　消費税等は、税抜方式

によって処理しておりま

す。

(1) 消費税等の処理方法

同左

(1) 消費税等の処理方法

同左
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

　　　　　　　　関する会計基準)

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用して

おります。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は56,398百万円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

　　─────────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

　　　　　　　　関する会計基準)

　当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日)を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は59,989百万円でありま

す。

　なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

　 　 　

(役員賞与に関する会計基準)

　当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４

号　平成17年11月29日)を適用してお

ります。

　この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益が45百万円減少しておりま

す。

　　─────────── (役員賞与に関する会計基準)

　当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号　

平成17年11月29日)を適用しておりま

す。

　この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益が90百万円減少しておりま

す。

　 　 　

　　─────────── (有形固定資産の減価償却の方法)

　当社は、法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産(建

物(建物付属設備を除く)を除く)につ

いて、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しました。これ

により、営業利益、経常利益、及び

税引前中間純利益はそれぞれ17百万

円減少しております。

　　───────────
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(6) 中間個別財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

15,086百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

14,838百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

15,778百万円

　２　保証債務

　　　下記の関係会社の借入債務に

対して金融機関に経営指導念書

を差入れております。

　　　(被保証会社)

　　　日写(昆山)精密模具有限公司

　　　(保証債務残高)

　 115百万円(8,000千人民元)

　 128百万円(1,114千US＄)

合計 243百万円　

　

　２　保証債務

　　　下記の関係会社の借入債務に

対して金融機関に経営指導念書

を差入れております。

　　　(被保証会社)

　　　日写(昆山)精密模具有限公司

　　　(保証債務残高)

　 142百万円(8,800千人民元)

　 167百万円　

合計 309百万円　

　

　２　保証債務

　　　下記の関係会社の借入債務に

対して金融機関に経営指導念書

を差入れております。

　　　(被保証会社)

　　　日写(昆山)精密模具有限公司

　　　(保証債務残高)

　 121百万円(8,000千人民元)

　 167百万円　

合計 289百万円　

　３　受取手形割引高 837百万円 　３　受取手形割引高 877百万円 　３　受取手形割引高 837百万円

※４　中間会計期間末日満期手形の
処理
　中間会計期間末日満期手形の
処理については、手形交換日を
もって決済しております。当中
間会計期間末日は金融機関の休
業日であったため、中間会計期
間末日満期手形が以下の科目に
含まれております。

　受取手形 193百万円
　

※４　中間会計期間末日満期手形の
処理
　中間会計期間末日満期手形の
処理については、手形交換日を
もって決済しております。当中
間会計期間末日は金融機関の休
業日であったため、中間会計期
間末日満期手形が以下の科目に
含まれております。

　受取手形 173百万円

　

※４　事業年度末日満期手形の処理
　当事業年度末日満期手形の処
理については、手形交換日をも
って決済しております。当事業
年度末日は金融機関の休業日で
あったため、事業年度末日満期
手形が以下の科目に含まれてお
ります。

　受取手形 272百万円

　

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

※１　「営業外収益　その他」のう

ち主要なもの

不動産賃貸料 197百万円

為替差益 103百万円

※１　「営業外収益　その他」のう

ち主要なもの

不動産賃貸料 360百万円

為替差益 100百万円

※１　「営業外収益　その他」のう

ち主要なもの

不動産賃貸料 484百万円

為替差益 370百万円

※２　「営業外費用　その他」のう

ち主要なもの

投資有価証券
評価損

105百万円

※３　「特別利益　その他」のうち

主要なもの

固定資産
売却益

24百万円

※２　「営業外費用　その他」のう

ち主要なもの

投資有価証券
評価損

110百万円

※３　　　　──────

　 　

※２　「営業外費用　その他」のう

ち主要なもの

投資有価証券
評価損

164百万円

※３　　　　──────

　 　

※４　「特別損失」のうち主要なも

の

固定資産
除売却損

13百万円

※４　「特別損失」のうち主要なも

の

固定資産
除売却損

79百万円

投資損失引
当金繰入額

223百万円

※４　「特別損失」のうち主要なも

の

固定資産
除売却損

41百万円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 571百万円

無形固定資産 19百万円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 968百万円

無形固定資産 12百万円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 1,506百万円

無形固定資産 35百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 1,776 5 0 1,781
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　5千株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元株式の売渡請求による減少　　　　　0千株

　

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 1,783 1 0 1,785
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 1千株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元株式の売渡請求による減少　　　　　 0千株

　

前事業年度 (自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 1,776 8 1 1,783

　
　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　8千株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の売渡請求による減少　　　1千株
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置 304 193 111

有形固定
資産の
その他

34 16 17

合計 339 209 129

(注)　取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置 212 127 85

有形固定
資産の
その他

40 24 15

合計 252 151 100

(注)　　　　　同左

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置 314 214 100

有形固定
資産の
その他

40 20 19

合計 354 235 119

(注)　取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

一年以内 60百万円

一年超 68百万円

合計 129百万円

　　　(注)　未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額

一年以内 47百万円

一年超 53百万円

合計 100百万円

　　　(注)　　同左

　②　未経過リース料期末残高相当

額

一年以内 52百万円

一年超 66百万円

合計 119百万円

　　　(注)　未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。

　③　当中間会計期間の支払リース

料及び減価償却費相当額

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35百万円

　③　当中間会計期間の支払リース

料及び減価償却費相当額

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

　③　当事業年度の支払リース料及

び減価償却費相当額

支払リース料 71百万円

減価償却費相当額 71百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成18年９月30日)及び当中間会計期間末(平成19年９月30日)並びに前事業年度末

(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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